
第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書

住所（法人にあ
一ｔ主たる'1F務

「の所在地）

氏名（法人にあ
てば、船称及び代

及荷の氏名）

事業者の主たる
業種

設備、対象、工程等年度

２０～２２ 

２０～２２ 

２０～２２ 

１４０９０．０ －３．２ 

＊ロ〕 １４０９０．０ ６．１ 

注ｌ砿野するロにI士、レ印を記入してください：特定蛎乗昔以外の1F璽荷の〃1ｔし印の紀人I士下型です，

２「悠噸年度」とI士計画ＭＩＩ間の前年腱を、「目標年度」とは計両1911111の蛾終年Krを、「鍬告年度」とItJ卜櫨iMil間のうち、今回報告の対映となる年度をいい主す：

３「事業所鱒排出区分」と1t京都府内の１１F蕊所騨の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い整化する温室効果ガスを、「輸送車両排出区分」とI士自鋤車運送』1F業哲については使用の本拠の位織をj;(都府内とするDに両
の排出する温室効果ガスを、鉄道?卿襲者については保有するWr物１１[両又１t旅客車両の排出する温室効果ガスを、「その他排出区分」とI土上記以外の京都府内における事鑓所等の事業活11ｌｂに伴い捲生する温室効果ガス
をいい主す：

４「原Itli位当た'i)の温室効果ガス排出11t蝉」の「用途区分」には、○○I:堀、獅務所などの用途を肥人してください、「原単位の描標」にI士、分子の「二鹸化炭蕊換算」の下に分母となる指標（生瀧散Iil[、延べ床而
繭、走行距離禅）を記入してください，

５「その他の地球温暖化対策による温議効果ガスの削減岻導」のうち「森林〔ﾉ)保全及び整蝋」の「１２１標年度（汁画）」欄に1ｔ計画jUⅡ111中‘)目撫の累3+を、「報簡年度（爽繍）」欄には実績の累iⅡ.をＩ肥人してください，

６「特記~靭項」にI士、平成２年度（１９９０年度）を選噸とした排llMitの対比や、行エネ製品IlII篭など他ffのi且室効果ガス排出削減へ(ﾉ)質献、グリーン鋼逮の操H1、特定フロンなどの条例描定外のｉＨ室効果ガスの削減
などを記入してください。

住所（法人にあっ
ては、主たる事務
所の所在地）

大阪府吹田市江坂町１－１３－３３

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代
表音の氏名）

株式会社ローソン近畿ローソン支社支社長井関廉浩

事業者の主たる
業種

コンビニエンスストア「ローソン」のフランチャイズチェーン展開

該当する事業者
要件 原京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

「
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はバス100台以上／タクシー150台以上／鉄道車両
150両以上）

に京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成２２年４月～平成２３年３月

基本方針
電気消費量・ガソリン便用量を削減することにより、ＣＯ２排出原単位（ｋｇ－ＣＯ２／床面積・営業時間）を、基準年（平成１９年度）比５％削減しま
す｡ 

推進体制
支社長を実行責任者、副支社長を推進責任者として、実行計画の策定とその進捗管理体制を構築～実施します。

環境マネジメントシステム名称 ＩＳＯ１４００１ 

適用範囲 事務所・店舗

取得年月日 1998年12月

年度ごとの具体
的な取組及び槽
置の状況

年度

２０～２２ 

２０～２２ 

２０～２２ 

設備、対象、工程等

店舗

店舗

営業者

措置内容

新店は要冷機器一体型システムの導入、既存店1t冷凍槻・空調機・防露ヒーターの制御槻能を統一する，

ＬＥＤ照明・綱光システム・省エネ看板・人感センサーの導入により照明の消筏電力を削減する。

ＥＶ車・ハイブリッド血・アイドリンクストップ１１Iの導入及びエコドライプの推巡によりガソリン使用戯を削減する，

温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）

(１９）年度
(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）

(２２）年度
(二酸化炭蝋換ji[）

増減率
(計画）

報告年度（実績）

(２２）年度
(二鹸化炭素換算）

増減率
(実績）

13,281.0ｔ 14,090.0ｔ 6.1％ 12,861.5ｔ -3.2‘X， 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

ｔ ｔ ％ ｔ 9<、

＊１ １３，２８１．０ｔ ＊２ 14,090.0ｔ 6.1《X， ＊-0 12,861.5ｔ -3.2‘Xｈ 

当該年度における省エネ機器の積極導入、ＥＶ車・ハイブリッド車・アイドリングストップ車の導入及びエコドライブの推
進による実績であり、次年度以降も進捗管理を継続する。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

事務所

店舗

二酸化炭素換算

(廷床面積ｘ営業時間）

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実紙）

0.0478 0.0454 -5.0（>(， 0.0443 -７．３９６ 

％ (Xｊ 

％ `X） 

当該年度における省エネ機器の積極導入、ＥＶ車・ハイブリッド車・アイドリングストップ車の導入及びエコドライブの推
進による実績であり、次年度以降も進捗管理を継続する。

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）

取組戯鱒 (二酸化炭素換鳳）

(整備面積） hａ (吸収:段） ｔ 

(利用趾） Iｎ８ (削減趾） ｔ 

(充電壁） kwｈ (削減趾） ｔ 

(熱供給延） GＪ (削減1K） ｔ 

(１Ｍ1入fl） kwｈ (削減､【） ｔ 

(職人鉦） ｔ (削減Ht） ｔ 

＊３ ｔ 

報告年度（実績）
取組皿等 (二酸化炭素換算）

(避側面積） hａ (吸収lil） ｔ 

(利用職） Iｎ３ (削減戯） ｔ 

(充趣､:） kwｈ (削減低） ｔ 

(熱供給Hf） GＪ (ﾊﾞﾘ減鳳） ｔ 

(鵬入肚） kwｈ (削減瓜） ｔ 

(鵬人lil【） ｔ (尚'１減賦） ｔ 

＊品 ｔ 

差引排出量

(排出合3トー削減導合計）

基準年度（実績）

＊1 13,281.0ｔ 

目標年度（計画）

(･苫１－(掌3114,090.0ｔ

増減率（計ilHi）

6.1％ 

報告年度（実績）

(巾Ｉ）－(*5） 12,861.5ｔ 

増減率（実績）

-3.2％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

①1992年よりローソン「緑の募金」を活用した森林整備活動を全国各地で実施しておりますが、2006年６月より店舗やお客様にとって身近であり、未来を担
う子供達がより良い環境で学べる様、学校での緑化活動を実施し、地域の環境整備活動に役立てる取り組みを進めている。
②京都市まちの美化推進事業団に加入し、市内美化に努めている。

特記事項

ＣＶＳ各社が加盟する日本フランチャイズチェーン協会が掲げる削減目標としては、「店舗毎のエネルギー消費原単位を目標年（2008年～2012年度の5年間
の平均値）において、基準年（1990年）比23％の肖Ｉ減に努める」としており、当社としましても全国平均で当目標を運成すべく進捗管理していきます。
(2006年度末22.8％削減／全社）


